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1.　18年９月中間期の連結業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）
　(1) 連結経営成績

　 売上高 営業利益 経常利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 55,117 34.0 465 ― 510 199.0

17年９月中間期 41,143 △9.9 △497 ― 170 △87.9

18 年 ３ 月 期 99,435 △5.7 637 ― 1,871 △46.3

　

　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益
潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)純利益
　 百万円 ％ 円 銭 円 銭

18年９月中間期 △434 ― △8.32 ― 　

17年９月中間期 117 ― 2.24 ― 　

18 年 ３ 月 期 △856 ― △16.39 ― 　
(注) ① 持分法投資損益 18年９月中間期 501百万円 17年９月中間期 1,096百万円 18年３月期 2,145百万円

　 ② 期中平均株式数(連結) 18年９月中間期 52,261,030株 17年９月中間期 52,276,538株 18年３月期 52,270,605株

　 ③ 会計処理の方法の変更 有 　 　 　 　 　

　 ④ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
　(2) 連結財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 117,508 28,780 22.7 550.73

17年９月中間期 114,677 28,308 24.7 541.58

18 年 ３ 月 期 121,395 27,739 22.9 530.78
(注) 期末発行済株式数(連結) 18年９月中間期 52,259,294株 17年９月中間期 52,271,103株 18年３月期 52,262,694株

　
　(3) 連結キャッシュ・フローの状況

　
営業活動による

キャッシュ･フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

18年９月中間期 565 △616 △1,601 7,893

17年９月中間期 △676 △1,033 817 7,329

18 年 ３ 月 期 2,052 △2,000 1,247 9,538

　
　(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 ５社　 持分法適用非連結子会社数 ―社　 持分法適用関連会社数 １社
　
　(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結(新規) ―社　 (除外) ―社　 持分法(新規) ―社　 (除外) ―社
　
2.　19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）
　 売上高 経常利益 当期純利益

　 百万円 百万円 百万円

通期 118,000 700 100

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　1円91銭
　　※　上記予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の

業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の５ページをご参照ください。　
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1. 企業集団の状況

当社グループは、当社、子会社14社、関連会社６社で構成され、［鉄構事業］、［土木・建設事業］及び

［その他事業］を主な事業内容とし、更に各事業に関連する研究やサービス等の事業活動を展開しています。

当社グループの事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。

なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。

　

事業部門 主な事業内容 主要な会社名

鉄構事業
鋼製橋梁(鋼橋)及び建築鉄骨の設計・製作・架設
据付

当社

土木・建設事業

PC橋梁、プレビーム橋梁の設計・製作・架設据付 川田建設㈱
一般建築及び国内におけるシステム建築の設計・
工事請負

当社

建設工事の請負並びに企画、設計、監理及びコン
サルティング

佐藤工業㈱

その他事業

ソフトウェアの開発・販売及びシステム機器の販
売

川田テクノシステム㈱

鋼材製品の販売 富士前鋼業㈱
橋梁付属物の輸入販売及び補修工事請負 ㈱橋梁メンテナンス
長大吊橋のケーブル架設関係を含む航空機使用事
業

東邦航空㈱

　

事業の系統図は次のとおりであります。
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2. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

当社グループは、先進技術の開発、品質の向上に努め、建設事業を通じて社会的使命を果たすことを経

営方針としています。経営の効率化と収益力の向上をもって健全な発展を図り、株主、顧客、取引先等の

皆様の信頼と期待に応えられる経営を目指しています。

　

(2) 会社の利益配分に関する基本方針

当社グループは、将来の事業展開に備えるために内部留保の充実を図りながら技術開発、設備投資等を

行い、株主の皆様に対して長期にわたり安定した配当を維持しつつ、継続的に企業価値を高めることを基

本方針としています。

　

(3) 中長期的な経営戦略及び対処すべき課題

現在の当社グループを取り巻く環境は厳しいものがあり、そのため将来を見据えて、グループの総力を

挙げ諸施策を実行してまいります。

建設業界においては、企業収益の改善による民間設備投資は増加基調が継続すると期待されますが、公

共投資は引き続き縮小傾向にあります。また、公共工事の発注は、一般競争入札や総合評価方式による競

争入札が増加し、技術力を背景とした技術提案型の入札形態へ移行しており総合的な営業展開が求められ

ています。更に、コスト縮減、工期短縮、品質保証等に関する顧客ニーズは高度化しており、当社グルー

プを取り巻く環境は大きく変化しつつあります。

そのような環境の中で、当社グループは、本年11月９日開催の川田建設(株)臨時株主総会において、当

社の完全子会社化についての契約の承認を受け、平成19年２月１日（予定）にて完全子会社となります。

今後、橋梁事業における総合エンジニアリンググループとして、経営資源の効率を高めることで、グルー

プ全体でのコスト縮減並びに顧客の高度なニーズに応えるための技術力の強化を図り、業績の向上を目指

します。

当社グループでは、各事業において営業戦略・組織体制等を見直し、既存分野のシェア拡大を目指すと

ともに、土木事業分野では、床版補修・耐震補強等の橋梁保全工事への対応、環境事業分野では、屋上・

地上の緑化システム、雨水貯留システム等の環境事業分野への参入、建築事業分野では、システム建築事

業の積極的な営業を全国に展開するとともに、システム建築用鉄骨の生産ライン化を図っています。ま

た、海外における営業基盤の確立を図り、海外工事の受注拡大を目指します。その他事業では、人間型ロ

ボットの開発で蓄積されたデバイス技術の商品化、国家プロジェクトへの積極的な参画を推進するととも

に知的財産権の保守体制を整備する方針であります。

企業競争力の根幹である品質の確保とコスト対応力の強化を図るため、グループ各社並びに各部門にお

ける技術力の結集による新技法の開発、連携強化による品質の向上とトータルコストの削減に努める所存

であります。

更に管理部門におきましても、基幹業務プロセスを見直し、リスク管理体制の確立に向けた内部統制シ

ステムを整備・強化していますが、川田建設(株)の当社の完全子会社化に伴いグループ各社管理部門の業

務フローの見直しを検討し管理コスト縮減を目指し、財務体質及び収益体質の改善に努めてまいります。

　

(4) 親会社等に関する事項

該当する事項はありません。
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3. 経営成績及び財政状態

(1) 経営成績

①　当期の概況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や不安定な国際情勢など一部懸念材料は

あるものの、企業収益の改善を受けて雇用や所得環境の改善が個人消費にも波及し、全体としては好調

に推移してまいりました。

建設業界におきましては、民間企業の積極的な設備投資により引き続き好調を維持している一方、公

共投資は厳しい財政状況のもと、発注量は全般的に抑制傾向にあります。

その中でも、橋梁工事は鋼鉄製橋梁談合事件による指名停止期間の終了後、各社の熾烈な受注競争が

続いています。また、「品確法」（公共工事の品質確保の促進に関する法律）の施行に伴い、技術提案

力を重視した総合評価落札方式へ移行し始めるなど、多様化する発注形態への対応が求められていま

す。

このような状況の中、当社グループは積極的な受注活動を展開する一方、「プレビーム（鋼とコンク

リートの複合構造橋梁）」「ＳＣデッキ（合成床版）」「ＫＭＡジョイント（橋梁の伸縮装置）」「Ｋ

ＢＳ（システム建築）」等の独自製品の拡販により、他社との差別化を進めてまいりました。また、当

社グループの川田建設（株）の完全子会社化を決定するなど、グループの技術力を最大限に活かして競

争力を高め、激しい受注競争の中でも利益を確保することのできる体制作りを進めています。

当社グループの連結業績における受注高は、指名停止期間終了により鋼橋の受注増が寄与し54,019百

万円（前年同期比+6.5%）となりました。また、売上高も増額となり55,117百万円（前年同期比

+34.0%）となりました。

また、利益面につきましては、販管費及び一般管理費の削減に努めたことにより営業利益465百万円

（前年同期は営業損失497万円）、経常利益510百万円（前年同期比+199.0%）を確保しましたが、海外

事業損失引当金の繰入及び独占禁止法違反に係る損失を特別損失に計上したこと等により、中間純損失

434百万円（前年同期は中間純利益117百万円）となりました。

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。(事業の種類別セグメントの業績につい

ては、セグメント間の内部売上高等を含めて記載しています。)

　

（鉄構事業）

鉄構事業におきましては、工事進行基準の適用基準を変更したこと等により、売上高は前年同期に

比べ5,371百万円増加の24,580百万円（+28.0％）となりました。営業損益は、鉄骨工事の採算性が改

善したことにより、前年同期に比べ939百万増加の営業利益1,532百万円となりました。

（土木・建設事業）

土木・建設事業におきましては、工事進行基準の適用基準変更や前年度受注の建築工事の完成によ

り、売上高は前年同期に比べ8,064百万円増加し、26,650百万円（+43.4%）となりました。営業損益

は、建築資材の高騰や労務単価の上昇及び不採算工事の損失引当金計上により、前年同期に比べ83百

万円の改善に留まり、営業損失144百万円となりました。

（その他事業）

その他事業におきましては、鋼材製品の取扱が減少するなど、売上高は前年同期に比べ1,238百万

円減少し、9,126百万円（前年同期比△12.0%）となりました。営業損益は、前年同期に比べ37百万円

改善したものの、営業損失28百万円となりました。
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②　通期の見通し

今後のわが国経済は、米国を中心とする外需の鈍化やＩＴ関連の在庫調整など懸念材料はあるもの

の、設備投資と個人消費が好循環サイクルに入り、引き続き堅調に推移することが予想されます。しか

しながら、今後の当社グループを取り巻く環境は、公共投資の削減や発注形態の多様化など、益々厳し

さを増すものと想定されますが、グループ全社一丸となって業績回復に努めてまいります。

当社グループの平成19年３月期の通期業績予想は、連結売上高118,000百万円、連結営業利益500百万

円、連結経常利益700百万円及び連結当期純利益100百万円を見込んでいます。

また、当社の業績予想は、売上高85,000百万円、営業利益600百万円、経常利益0百万円、そして当期

純利益につきましては、投資有価証券の売却による特別利益の計上等により損失の影響を軽減し、0百

万円を見込んでいます。なお、当社の期末配当金は１株当たり５円の配当を予定しています。

　

(2) 財政状態

①　キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の中間期末残高は、1,644

百万円減少し7,893百万円（前連結会計年度比△17.2%）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純損失504

百万円に減価償却費767百万円等の非資金費用の調整のほか、未成工事支出金の減少4,186百万円の収

入がありましたが、一方で売上債権の増加1,120百万円、仕入債務の減少1,226百万円及び未成工事受

入金の減少1,292百万円等の支出があったことにより565百万円の資金増加（前中間連結会計期間は

676百万円の資金減少）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産の取得等に

より616百万円の資金減少（前中間連結会計期間も1,033百万円の資金減少）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入による収入1,650百

万円及び社債の発行による収入1,788百万円の収入がありましたが、長期借入金の返済による支出

4,328百万円等により1,601百万円の資金減少（前中間連結会計期間は817百万円の資金増加）となり

ました。

②　資産、負債、純資産の状況

当中間連結会計期間末における「資産の部」は117,508百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,887

百万円（△3.2%）減少しました。これは主に、流動資産では未成工事支出金等の減少により2,804百万

円、固定資産では投資有価証券の減少等により1,082百万円それぞれ減少したことによるものでありま

す。

一方、「負債の部」は88,727百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,666百万円（△2.9%）減少し

ました。これは主に、流動負債では支払手形・工事未払金等の減少により1,339百万円、固定負債では

長期借入金等の減少により1,326百万円それぞれ減少したことによるものであります。

さらに、「純資産の部」は28,780百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,041百万円（＋3.8%）増

加しました。これは主に、資本剰余金及びその他有価証券評価差額金等で1,113百万円の減少がありま

したが、会計基準の変更により新たに少数株主持分2,154百万円が純資産の部に表示されることになっ

たため増加したものであります。
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なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりです。
　

　
平成15年
３月期

平成16年
３月期

平成17年
３月期

平成18年
３月期

平成18年
９月期

自己資本比率 21.2％ 23.1％ 25.1％ 22.9％ 22.7％

時価ベースの自己資本比率 8.5％ 11.1％ 16.0％ 14.0％ 12.85％

債務償還年数 8.1年 5.0年 47.3年 19.7年 70.0年

インタレスト・カバレッジ・レシオ 6.0 9.5 1.0 2.8 1.7

（算定方法）

自己資本比率＝自己資本／総資産
時価ベースの自己資本比率＝株式時価総額／総資産
債務償還年数＝有利子負債／営業キャッシュ・フロー
インタレスト・カバレッジ・レシオ＝営業キャッシュ・フロー／利払い

※いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。
※株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しています。
※有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち、短期借入金、社債、(一年以内償還の社
債を含む)及び長期借入金を対象としています。

※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー
を使用しています。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を
使用しています。

　

(3) 事業等のリスク

当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況等に関する事項のうち、投資家の判

断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のものがあります。なお、記載のうち将来に関する

事項は当中間連結会計期間末現在において判断しています。

①　市場環境

当社グループの鉄構セグメントにおける鋼橋事業並びに建設セグメントにおけるＰＣ橋事業の受注額

は公共投資に大きな影響を受けます。公共工事については、国・地方公共団体とも厳しい財政状態等を

背景に発注抑制基調にあります。公共事業費の削減が予想を上回って進んだ場合には、当社グループの

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす可能性があります。

②　特定の取引先・製品・技術への依存

当社グループの鉄構セグメントの鋼橋事業並びに鉄骨事業の主要材料は鋼材であります。世界におけ

る鋼材消費量、並びに鉄鉱石・石炭等の鋼材原材料価格の動向により、鋼材価格は変動します。鋼材の

価格上昇は溶接材料等の副資材の上昇にも繋がります。当社グループはこれらの価格上昇を速やかに顧

客への販売価格に転嫁する努力を続けています。しかしながら、価格上昇が急激に発生し、転嫁がスム

ーズに行かない場合には営業利益を押し下げる可能性があります。

③　法的規制について

当社グループの事業は、建設業法をはじめとした、通商、独占禁止、環境・リサイクル関連、航空等

の法的規制を受けます。これらの規則を遵守できなかった場合には、指名停止等の処分により受注額す

なわち売上高の減少をもたらす可能性があります。

④　行政処分

当社は東京高等検察庁より、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（独占禁止法）」違

反の容疑により起訴され、罰金6億4千万円の判決を受けました。その判決により、建設業法に基づく営

業停止処分を受ける可能性があり、鉄構セグメントの鋼橋事業において当連結会計年度の受注に影響を

与える可能性があります。
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4. 中間連結財務諸表等

中間連結財務諸表

① 中間連結貸借対照表

　

　 　
前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１現金預金 ※２ 　 7,513 　 　 8,027 　 　 9,642 　

　２受取手形・完成工事
　　未収入金等

※３ 　 26,309 　 　 34,549 　 　 33,429 　

　３未成工事支出金 　 　 26,326 　 　 17,871 　 　 22,057 　

　４その他たな卸資産 ※４ 　 886 　 　 306 　 　 315 　

　５繰延税金資産 　 　 1,465 　 　 2,156 　 　 1,793 　

　６その他 　 　 2,497 　 　 3,945 　 　 2,431 　

　　貸倒引当金 　

　

△12 　

　

△13 　

　

△21 　

　　　流動資産合計 　 64,987 56.7 66,844 56.9 69,648 57.4

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　（１）建物・構築物 ※２ 6,429 　 　 6,171 　 　 6,368 　 　

　　（２）機械・運搬具・
　　　　　工具器具・備品

※２ 2,740 　 　 2,531 　 　 2,713 　 　

　　（３）航空機・装備品 ※２ 1,359 　 　 1,426 　 　 1,406 　 　

　　（４）土地 ※２ 16,916 　 　 16,913 　 　 16,916 　 　

　　（５）建設仮勘定 　 308 27,754 　 64 27,107 　 25 27,429 　

　２無形固定資産 　 　 585 　 　 893 　 　 990 　

　３投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　（１）投資有価証券 ※２ 4,760 　 　 5,617 　 　 6,354 　 　

　　（２）関係会社株式 　 9,124 　 　 10,687 　 　 10,186 　 　

　　（３）長期貸付金 　 794 　 　 579 　 　 787 　 　

　　（４）繰延税金資産 　 3,163 　 　 2,017 　 　 2,010 　 　

　　（５）その他 ※４ 4,162 　 　 4,310 　 　 4,620 　 　

　　　　貸倒引当金 　 △655 21,350 　 △550 22,662 　 △633 23,326 　

　　　　　固定資産合計 　

　

49,690 43.3

　

50,664 43.1

　

51,746 42.6

　　　　　資産合計 　 114,677 100 117,508 100 121,395 100
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前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１支払手形・工事未払
　　　金等

※３ 　 22,517 　 　 24,974 　 　 26,200 　

　　２短期借入金 ※２ 　 14,110 　 　 11,995 　 　 11,809 　

　　３一年以内に返済
　　　予定の長期借入金

※２ 　 6,909 　 　 7,994 　 　 8,221 　

　　４一年以内に償還
　　　予定の社債

　 　 580 　 　 915 　 　 555 　

　　５未払法人税等 　 　 126 　 　 145 　 　 173 　

　　６未成工事受入金 　 　 13,532 　 　 11,099 　 　 12,391 　

　　７賞与引当金 　 　 765 　 　 875 　 　 751 　

　　８完成工事補償引当金 　 　 98 　 　 91 　 　 94 　

　　９工事損失引当金 　 　 1,092 　 　 2,173 　 　 1,946 　

　　10海外事業損失引当金 　 　 ― 　 　 822 　 　 473 　

　　11損害補償損失引当金 　 　 ― 　 　 1,090 　 　 1,283 　

　　12訴訟損失引当金 　 　 ― 　 　 640 　 　 ― 　

　　13その他 　 　 1,694 　 　 2,515 　 　 2,773 　

　　　　流動負債合計 　
　

61,427 53.6
　

65,334 55.6
　

66,673 54.9

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　

　　１社債 　 　 4,170 　 　 5,084 　 　 3,905 　

　　２長期借入金 ※２ 　 13,913 　 　 13,561 　 　 16,012 　

　　３再評価に係る
　　　繰延税金負債

　 　 499 　 　 1,058 　 　 1,058 　

　　４退職給付引当金 　 　 3,322 　 　 3,167 　 　 3,184 　

　　５役員退職慰労引当金 　 　 519 　 　 515 　 　 550 　

　　６その他 　 　 8 　 　 5 　 　 8 　

　　　　固定負債合計 　

　

22,432 19.5

　

23,393 19.9

　

24,719 20.4

　　　　負債合計 　 83,860 73.1 88,727 75.5 91,393 75.3

　　　　(少数株主持分) 　 　 　 　 　 　 　

　　　 少数株主持分 　 　 2,507 2.2 　 ― ― 　 2,262 1.8

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 9,601 8.4 　 ― ― 　 9,601 7.9

Ⅱ　資本剰余金 　 　 9,086 7.9 　 ― ― 　 9,089 7.5

Ⅲ　利益剰余金 　 　 7,742 6.8 　 ― ― 　 6,768 5.6

Ⅳ　土地再評価差額金 　 　 713 0.6 　 ― ― 　 172 0.1

Ⅴ　その他有価証券評価差
　　額金

　 　 1,290 1.1 　 ― ― 　 2,235 1.9

Ⅵ　自己株式 　 　 △124 △0.1 　 ― ― 　 △127 △0.1

　　　　資本合計 　 　 28,308 24.7 　 ― ― 　 27,739 22.9

　　　　負債、少数株主持
　　　　分及び資本合計

　
　

114,677 100
　

― ―
　

121,395 100
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前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１資本金 　 　 ― ― 　 9,601 8.2 　 ― ―

　　２資本剰余金 　 　 ― ― 　 6,984 5.9 　 ― ―

　　３利益剰余金 　 　 ― ― 　 8,180 7.0 　 ― ―

　　４自己株式 　 　 ― ― 　 △128 △0.1 　 ― ―

　　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 24,638 21.0 　 ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 ― ― 　 1,815 1.5 　 ― ―

　　２土地再評価差額金 　 　 ― ― 　 172 0.2 　 ― ―

　　　　評価・換算差額等
　　　　合計

　 　 ― ― 　 1,987 1.7 　 ― ―

Ⅲ　少数株主持分 　 　 ― ― 　 2,154 1.8 　 ― ―

　　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 28,780 24.5 　 ― ―

　　　　負債純資産合計 　
　

― ―
　

117,508 100
　

― ―
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② 中間連結損益計算書

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 41,143 100 　 55,117 100 　 99,435 100

Ⅱ　売上原価 　 　 36,885 89.7 　 50,543 91.7 　 89,653 90.2

　　　売上総利益 　 　 4,257 10.3 　 4,574 8.3 　 9,782 9.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 　 4,755 11.6 　 4,109 7.5 　 9,145 9.2

　　　営業利益 　 　 ― ― 　 465 0.8 　 637 0.6

　　　営業損失 　
　

497 △1.3
　

― ―
　

― ―

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　

　　１受取利息 　 30 　 　 26 　 　 66 　 　

　　２受取配当金 　 29 　 　 34 　 　 36 　 　

　　３資産賃貸収入 　 122 　 　 121 　 　 242 　 　

　　４持分法による投資利益 　 1,096 　 　 501 　 　 2,145 　 　

　　５その他 　 142 1,421 3.5 106 791 1.4 293 2,784 2.8

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１支払利息 　 363 　 　 350 　 　 741 　 　

　　２社債発行費 　 17 　 　 33 　 　 17 　 　

　　３資産賃貸費用 　 355 　 　 332 　 　 696 　 　

　　４その他 　 16 752 1.8 30 747 1.3 93 1,549 1.6

　　　経常利益 　 　 170 0.4 　 510 0.9 　 1,871 1.8

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１前期損益修正益 　 21 　 　 29 　 　 59 　 　

　　２固定資産売却益 ※２ 2 　 　 4 　 　 6 　 　

　　３投資有価証券売却益 　 ― 　 　 1 　 　 0 　 　

　　４ゴルフ会員権等売却益 　 23 　 　 0 　 　 24 　 　

　　５貸倒引当金戻入額 　 34 　 　 43 　 　 57 　 　

　　６役員退職慰労引当金
　　　戻入益

　 9 　 　 2 　 　 ― 　 　

　　７その他 　 0 92 0.2 6 88 0.2 14 162 0.2

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１前期損益修正損 　 0 　 　 4 　 　 32 　 　

　　２固定資産売却損 ※３ ― 　 　 0 　 　 1 　 　

　　３固定資産除却損 ※４ 62 　 　 40 　 　 235 　 　

　　４投資有価証券評価損 　 7 　 　 4 　 　 ― 　 　

　　５ゴルフ会員権等評価損 　 6 　 　 0 　 　 6 　 　

　　６工事損失引当金繰入額 　 224 　 　 ― 　 　 ― 　 　

　　７海外事業損失引当金
　　　繰入額

　 ― 　 　 349 　 　 473 　 　

　　８独禁法違反に係る
　　　損失

　 ― 　 　 654 　 　 2,054 　 　

　　９関係会社清算損 　 79 　 　 ― 　 　 ― 　 　

　　10特別退職加算金 　 52 　 　 1 　 　 165 　 　

　　11その他 　 78 511 1.2 49 1,103 2.0 266 3,234 3.3

　　　税金等調整前中間
　　　（当期）純損失

　 　 248 △0.6 　 504 △0.9 　 1,200 △1.3

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

　 76 　 　 86 　 　 147 　 　

　　　法人税等調整額 　 839 915 2.2 △72 14 0.0 1,027 1,174 1.2

　　　少数株主損失 　 　 1,280 △3.1 　 △84 △0.1 　 1,517 △1.5

　　　中間純利益 　 　 117 0.3 　 ― ― 　 ― ―

　　　中間（当期）純損失 　 　 ─ ― 　 434 △0.8 　 856 △1.0
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③ 中間連結剰余金計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

　　(資本剰余金の部) 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本剰余金期首残高 　 　 9,486 　 9,486

Ⅱ　資本剰余金減少高 　 　 　 　 　

　　１株主配当金 　 261 　 258 　

　　２利益剰余金への振替額 　 138 　 138 　

　　３自己株式処分差損 　 0 400 0 397

Ⅲ　資本剰余金
　　中間期末(期末)残高

　 　 9,086 　 9,089

　 　 　 　 　 　

　　(利益剰余金の部) 　 　 　 　 　

Ⅰ　利益剰余金期首残高 　 　 7,486 　 7,486

Ⅱ　利益剰余金増加高 　 　 　 　 　

　　１中間純利益 　 117 　 ― 　

　　２資本剰余金からの振替額 　 138 255 138 138

Ⅲ　利益剰余金減少高 　 　 　 　 　

　　１当期純損失 　 ― ― 856 856

Ⅳ　利益剰余金
　　中間期末(期末)残高

　 　 7,742 　 6,768
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④ 中間連結株主資本等変動計算書

当中間連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 9,601 9,089 6,768 △127 25,331

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当(注) 　 △258 　 　 △258

　中間純損失 　 　 △434 　 △434

　自己株式の取得 　 　 　 △1 △1

　自己株式の処分 　 0 　 0 0

　欠損補填によるその他資本剰余金
　から利益剰余金への振替(注)

　 △1,846 1,846 　 ―

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円)
― △2,104 1,412 △1 △693

平成18年9月30日残高(百万円) 9,601 6,984 8,180 △128 24,638

　

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,235 172 2,407 2,262 30,001

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当(注) 　 　 　 　 △258

　中間純損失 　 　 　 　 △434

　自己株式の取得 　 　 　 　 △1

　自己株式の処分 　 　 　 　 0

　欠損補填によるその他資本剰余金
　から利益剰余金への振替(注)

　 　 　 　 ―

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

△419 △0 △420 △108 △528

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

△419 △0 △420 △108 △1,221

平成18年９月30日残高(百万円) 1,815 172 1,987 2,154 28,780

（注）　平成18年６月定時株主総会における利益処分項目であります。
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⑤ 中間連結キャッシュ・フロー計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　１税金等調整前中間(当期)純損失 　 △248 △504 △1,200

　２減価償却費 　 796 767 1,594

　３貸倒引当金の減少額 　 △141 △91 △154

　４工事損失引当金の増加額 　 992 227 1,847

　５海外事業損失引当金の増加額 　 ― 349 473

　６損害補償損失引当金の増減額
　　(減少：△）

　 ― △193 1,283

　７訴訟損失引当金の増加額 　 ― 640 ―

　８退職給付引当金の減少額 　 △80 △17 △218

　９役員退職慰労引当金の増減額
　　(減少：△)

　 △14 △35 16

　10受取利息及び受取配当金 　 △59 △60 △102

　11支払利息 　 363 350 741

　12持分法による投資利益 　 △1,096 △501 △2,145

　13有形固定資産売却益 　 △2 △4 △5

　14有形固定資産除却損 　 62 40 235

　15投資有価証券売却損益(益：△) 　 ― △1 0

　16投資有価証券評価損 　 7 4 ―

　17ゴルフ会員権等売却益 　 △23 △0 △24

　18ゴルフ会員権等評価損 　 6 0 6

　19社債発行費 　 17 33 17

　20売上債権の増減額(増加：△) 　 6,898 △1,120 △221

　21未成工事支出金の増減額(増加：△) 　 △8,490 4,186 △4,221

　22その他たな卸資産の減少額 　 78 9 650

　23仕入債務の増減額(減少：△) 　 △988 △1,226 2,694

　24未成工事受入金の増減額(減少:△) 　 3,182 △1,292 2,041

　25未払消費税等の減少額 　 △901 ― △340

　26特別退職加算金 　 52 1 165

　27その他 　 △849 86 △768

　　　小計 　 △437 1,646 2,366

　28課徴金等の支払額 　 ― △977 ―

　29特別退職加算金の支払額 　 △52 △1 △165

　30法人税等の支払額 　 △187 △102 △148

　　　営業活動による
　　　キャッシュ・フロー

　 △676 565 2,052
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前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　１定期預金の預入れによる支出 　 △236 △93 △325

　２定期預金の払戻しによる収入 　 ─ 63 70

　３有形固定資産の取得による支出 　 △830 △612 △1,161

　４有形固定資産の売却による収入 　 4 12 15

　５無形固定資産の純増加額 　 △45 △71 △677

　６投資有価証券の取得による支出 　 △25 △2 △49

　７投資有価証券の売却による収入 　 0 3 6

　８貸付けによる支出 　 △57 △28 △100

　９貸付金の回収による収入 　 48 32 50

　10利息及び配当金の受取額 　 71 70 116

　11その他 　 37 9 56

　　　投資活動による
　　　キャッシュ・フロー

　 △1,033 △616 △2,000

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　１短期借入金の純増加額 　 6,016 185 3,715

　２長期借入れによる収入 　 1,000 1,650 8,528

　３長期借入金の返済による支出 　 △5,890 △4,328 △10,026

　４社債の発行による収入 　 600 1,788 582

　５社債の償還による支出 　 △247 △290 △520

　６自己株式の取得及び売却による支出 　 △2 △0 △5

　７配当金の支払額 　 △261 △258 △258

　８少数株主への配当金の支払額 　 △23 △0 △26

　９利息の支払額 　 △360 △341 △741

　10その他 　 △11 △5 ―

　　　財務活動による
　　　キャッシュ・フロー

　 817 △1,601 1,247

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 　 53 8 70

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額
　(減少：△)

　 △839 △1,644 1,370

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 　 8,168 9,538 8,168

Ⅶ現金及び現金同等物の中間期末(期末)
　残高

　 7,329 7,893 9,538
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

　

前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日)

前連結会計年度

(自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日)

１　連結の範囲に関する

事項

(1) 連結子会社の数　５社

(主要な連結子会社名)

川田建設㈱

川田テクノシステム㈱

富士前鋼業㈱

㈱橋梁メンテナンス

東邦航空㈱

(1) 連結子会社の数　５社

(主要な連結子会社名)

同左

(1) 連結子会社の数　５社

主要な連結子会社名は、「1.

企業集団の状況」に記載のとお

りです。

　 (2) 主要な非連結子会社の名称等

㈱カワダファブリック

新中央航空㈱

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いずれも

中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためでありま

す。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

同左

　

(連結の範囲から除いた理

由)

同左

(2) 主要な非連結子会社の名称等

同左

　

(連結の範囲から除いた理

由)

非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法適用の関連会社名

佐藤工業㈱

(1) 持分法適用の関連会社名

同左

(1) 持分法適用の関連会社名

同左

　 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社（協立エンジ㈱他）及び関

連会社（第一レンタル㈱他）

は、それぞれ中間純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等から見

て、持分法の対象から除いても

中間連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外していま

す。

(2) 同左 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社（協立エンジ㈱他）及び関

連会社（第一レンタル㈱他）

は、それぞれ当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等から見

て、持分法の対象から除いても

連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しています。

　 (3) 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異な

る会社については、各社の中間

会計期間に係る財務諸表を使用

しています。

(3) 同左 (3) 持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社に

ついては、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用しています。

３　連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項

　連結子会社である川田テクノシ

ステム㈱の中間決算日は６月30日

であり、中間連結財務諸表の作成

にあたっては同中間決算日現在の

中間財務諸表を使用し、中間連結

決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を

行っています。

　同左 　連結子会社である川田テクノシ

ステム㈱の決算日は12月31日であ

り、連結財務諸表の作成にあたっ

ては同決算日現在の財務諸表を使

用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必

要な調整を行っています。
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前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

４　会計処理基準に関する事
項

　 　 　

　(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

　

有価証券
①満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）
②その他有価証券
時価のあるもの

中間連結決算日前１か月の市
場価格等の平均に基づく時価
法(評価差額は全部資本直入
法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定)

有価証券
①満期保有目的の債券

同左
②その他有価証券
時価のあるもの
同左

　

有価証券
①満期保有目的の債券

同左
②その他有価証券
時価のあるもの

連結決算日前１か月の市場価
格等の平均に基づく時価法
(評価差額は全部資本直入法
により処理し、売却原価は移
動平均法により算定)

　 時価のないもの
主として移動平均法による原
価法

デリバティブ
時価法

運用目的の金銭の信託
時価法

時価のないもの
同左

　
デリバティブ

同左
運用目的の金銭の信託

同左

時価のないもの
同左

　
デリバティブ

同左
運用目的の金銭の信託

同左

　 たな卸資産
①販売用不動産・製品・半製品
及び未成工事支出金
個別法による原価法

②材料貯蔵品
移動平均法による原価法

たな卸資産
①製品・半製品及び未成工事支
出金

同左
②材料貯蔵品

同左

たな卸資産
①製品・半製品及び未成工事支
出金

同左
②材料貯蔵品

同左
　(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法
有形固定資産

主として定率法(ただし、平
成10年４月１日以降に取得した
建物(附属設備を除く)は、定額
法)を採用しています。
なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す
る方法と同一の基準によってい
ます。

ただし、航空機・装備品につ
いては、経済的使用年数によっ
ています。
また、当社及び連結子会社の

川田建設㈱、㈱橋梁メンテナン
スは、減損処理をした資産につ
いては耐用年数を経済的残存使
用年数に、残存価額を耐用年数
到来時点の正味売却価額として
います。

有形固定資産
同左

　
　
　
　
　
　
　
　

　

有形固定資産
同左

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　 無形固定資産
定額法
なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利
用可能期間(５年)に基づいてい
ます。

無形固定資産
同左

無形固定資産
同左

　

(3) 重要な繰延資産の処理

方法

社債発行費

支出時に全額費用として処理し

ています。

社債発行費

同左

社債発行費

同左

　

　(4) 重要な引当金の計上基

準

　

①貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒に

よる損失に備えるため、一般債

権については、貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上

しています。

①貸倒引当金

同左

　

①貸倒引当金

同左

　

　 ②賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上し

ています。

②賞与引当金

同左

　

②賞与引当金

  　同左
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前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 ③完成工事補償引当金

完成工事に係るかし担保の費

用に備えるため、当中間連結会

計期間末に至る１年間の完成工

事高に対する将来の見積補償額

に基づいて計上しています。

③完成工事補償引当金

同左

③完成工事補償引当金

完成工事に係るかし担保の費

用に備えるため、当連結会計年

度の完成工事高に対する将来の

見積補償額に基づいて計上して

います。

　 ④工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に

備えるため、当中間連結会計期

間末手持工事のうち損失の発生

が見込まれ、かつ、その金額を

合理的に見積もることが出来る

工事について、損失見込額を計

上しています。

④工事損失引当金

　　同左

④工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に

備えるため、当連結会計年度末

手持工事のうち損失の発生が見

込まれ、かつ、その金額を合理

的に見積もることが出来る工事

について、損失見込額を計上し

ています。

　 ―――――― ⑤海外事業損失引当金

海外関係会社の清算に対し、

将来発生する可能性のある損失

に備えるため、当中間連結会計

期間末における損失見込額を計

上しています。

⑤海外事業損失引当金

海外関係会社の清算に対し、

将来発生する可能性のある損失

に備えるため、当連結会計年度

末における損失見込額を計上し

ています。

　 ――――――

　

⑥損害補償損失引当金

鋼鉄製橋梁談合事件に関し、

将来発生が見込まれる違約金に

備えるため、最大限の見込額を

計上しています。

⑥損害補償損失引当金

同左

　 ―――――― ⑦訴訟損失引当金

訴訟に係る損失に備えるた

め、損失見込額を計上していま

す。

――――――

　

　 ⑤退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき当中間連結会計期

間末において発生していると認

められる額を計上しています。

⑧退職給付引当金

同左

　

⑦退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しています。

　 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理していま

す。

同左 同左

　 　数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理することとしています。

　 　

　 ⑥役員退職慰労引当金

役員及び執行役員の退職慰労

金の支給に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額を計上

しています。

⑨役員退職慰労引当金

同左

⑧役員退職慰労引当金

役員及び執行役員の退職慰労

金の支給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上して

います。
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前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　(5) 重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっていま

す。

同左 同左

　(6) 重要なヘッジ会計の方

法

①ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしています

ので、特例処理を採用していま

す。

①ヘッジ会計の方法

同左

　

①ヘッジ会計の方法

同左

　

　 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

金利スワップ

（ヘッジ対象）

借入金の利息

②ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段

同左

    ヘッジ対象

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段

同左

    ヘッジ対象

同左

　 ③ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引

を行い、ヘッジ対象の識別は個

別契約毎に行っています。

③ヘッジ方針

同左

　

③ヘッジ方針

同左

　

　 ④ヘッジの有効性評価の方法

リスク管理方針に従って、以

下の条件を満たす金利スワップ

を締結しています。

Ⅰ　金利スワップの想定元本と

長期借入金の元本金額が一致

している。

Ⅱ　金利スワップと長期借入金

の契約期間及び満期が一致し

ている。

Ⅲ　長期借入金の変動金利のイ

ンデックスと金利スワップで

受払いされる変動金利のイン

デックスが一致している。

Ⅳ　長期借入金と金利スワップ

の金利改定条件が一致してい

る。

Ⅴ　金利スワップの受払条件が

スワップ期間を通して一定で

ある。

従って、金利スワップの特例

処理の要件を満たしているので

決算日における有効性の評価を

省略しています。

④ヘッジの有効性評価の方法

同左

　

④ヘッジの有効性評価の方法

同左
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前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　(7) その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項

①完成工事高の計上基準

Ⅰ長期大型工事

工事進行基準を適用していま

す。

適用条件 工期 請負金額 出来高

当　社
1年

以上

５億円

以上

50%

以上

(連結子会社)

川田建設㈱

1年

以上

３億円

以上

30%

以上

㈱橋梁メンテ

ナンス

1年

以上

１億円

以上

30%

以上

　

Ⅱその他の工事

工事完成基準を適用していま

す。

①完成工事高の計上基準

Ⅰ長期請負工事

工事進行基準を適用していま

す。

適用条件 工期 請負金額 出来高

当　社
1年

以上

２億円

以上

30%

以上

(連結子会社)

川田建設㈱

1年

以上

２億円

以上
―

㈱橋梁メンテ

ナンス

1年

以上

１億円

以上

30%

以上

　

Ⅱその他の工事

工事完成基準を適用していま

す。

①完成工事高の計上基準

Ⅰ長期大型工事

工事進行基準を適用していま

す。

適用条件 工期 請負金額 出来高

当　社
1年

以上

５億円

以上

50%

以上

(連結子会社)

川田建設㈱

1年

以上

３億円

以上

30%

以上

㈱橋梁メンテ

ナンス

1年

以上

１億円

以上

30%

以上

　

Ⅱその他の工事

工事完成基準を適用していま

す。

　 　　　工事進行基準完成工事高

14,193百万円

工事進行基準完成工事高

　　　26,713百万円

　

工事進行基準完成工事高

24,935百万円

　 ―――――― （会計処理の変更）

　従来より長期請負工事につい

ては、工事進行基準を適用して

いますが、当社及び連結子会社

の川田建設㈱において、当中間

連結会計期間より以下のとおり

適用条件を変更いたしました。

《変更前》

適用条件 工期 請負金額 出来高

当　社
1年

以上

５億円

以上

50%

以上

(連結子会社)

川田建設㈱

1年

以上

３億円

以上

30%

以上

《変更後》

適用条件 工期 請負金額 出来高

当　社
1年

以上

２億円

以上

30%

以上

(連結子会社)

川田建設㈱

1年

以上

２億円

以上
―

　この変更は、公共工事の縮

減、競争激化による工事請負金

額の低下並びに民間工事の請負

金額の小型化が今後も続くと思

われること及び新システムの導

入等より工事実行予算の精度も

安定的なものとなったこと等に

より、期間施工実態と期間損益

をより近づけ、期間損益計算の

さらなる適正化を図るため、対

象となるすべての手持工事につ

いて適用しています。

この結果、従来基準によった

場合に比べ、売上高が9,359百

万円、売上総利益、営業利益及

び経常利益が290百万円それぞ

れ多く計上され、また、税金等

調整前中間純損失が290百万円

少なく計上されています。

――――――
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前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 ②消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税に相当

する額の会計処理は、税抜方式

によっています。

②消費税等の会計処理

同左

②消費税等の会計処理

同左

５　中間連結（連結）キャッ

シュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

　

　手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっています。

同左 同左

　
　

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

──────　

　

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

　当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号　

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号　平成17年12月９

日）を適用しています。

　これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、26,626百万円でありま

す。

　なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しています。

──────　

　

　

表示方法の変更

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
　至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
　至　平成18年９月30日)

（中間連結貸借対照表関係）

「一年以内に返済予定の長期借入金」はより明瞭にす

るため、区分掲記しました。なお、前中間連結会計期間

末は流動負債の「短期借入金」に9,195百万円含まれて

います。

――――――
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

　
前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

前連結会計年度末
（平成18年３月31日）

※１　有形固定資産減価償却累計額

34,871百万円

※１　有形固定資産減価償却累計額

34,190百万円

※１　有形固定資産減価償却累計額

33,827百万円

※２　下記の資産は、長期借入金　

7,953百万円及び一年以内に返済

予定の長期借入金3,777百万円並

びに短期借入金4,827百万円の担

保に供しています。
　

※２　下記の資産は、長期借入金

7,029百万円及び一年以内に返済

予定の長期借入金3,366百万円並

びに短期借入金4,915百万円の担

保に供しています。

※２　下記の資産は、長期借入金　

7,315百万円及び一年以内に返済

予定の長期借入金3,720百万円並

びに短期借入金3,916百万円の担

保に供しています。

担保資産 金額(百万円)

現金預金 33

建物・構築物
3,565
(2,506)

機械・運搬具・

工具器具・備品

398
(398)

航空機・装備品 261

土地
12,970
(11,587)

投資有価証券 125

計 17,354

　　　(　)内は、工場財団抵当によ

る借入金14,491百万円に供さ

れているものの内書きであり

ます。

担保資産 金額(百万円)

現金預金 33

建物・構築物
3,469
(2,379)

機械・運搬具・

工具器具・備品

379
(366)

航空機・装備品 320

土地
12,970
(11,587)

投資有価証券 129

計 17,302

　　　(　)内は、工場財団抵当によ

る借入金12,496百万円に供さ

れているものの内書きであり

ます。

担保資産 金額(百万円)

現金預金 33

建物・構築物
3,453
(2,440)

機械装置・工具

器具・備品

369
(369)

航空機・装備品 246

土地
12,970
(11,587)

投資有価証券 152

計 17,225

　　　(　)内は、工場財団抵当によ

る借入金10,878百万円に供さ

れているものの内書きであり

ます。

保証債務

　　連結会社以外の会社の金融機関

等からの借入に対し、債務保証を

行っています。

保証先 保証額(百万円)

富士前商事㈱ 600

その他２社 32

計 632

保証債務

　　連結会社以外の会社の金融機関

等からの借入に対し、債務保証を

行っています。

保証先 保証額(百万円)

富士前商事㈱ 600

計 600

保証債務

　　連結会社以外の会社の金融機関

等からの借入に対し、債務保証を

行っています。

保証先 保証額(百万円)

富士前商事㈱ 600

その他２社 32

計 632
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前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

前連結会計年度末
（平成18年３月31日）

当社及び連結子会社４社において
は、運転資金の効率的な調達を行う
ため取引銀行13行と当座貸越契約を
締結しています。
　当中間連結会計期間末における当
座貸越契約に係る借入未実行残高等
は次のとおりであります。
　

当座貸越極度額 23,640百万円

借入実行残高 10,650百万円

差引額 12,990百万円

　

当社及び連結子会社４社において
は、運転資金の効率的な調達を行う
ため取引銀行12行と当座貸越契約を
締結しています。
　当中間連結会計期間末における当
座貸越契約に係る借入未実行残高等
は次のとおりであります。
　

当座貸越極度額 21,640百万円

借入実行残高 10,250百万円

差引額 11,390百万円

　

当社及び連結子会社４社において
は、運転資金の効率的な調達を行う
ため取引銀行12行と当座貸越契約を
締結しています。
　当連結会計年度末における当座貸
越契約に係る借入未実行残高等は次
のとおりであります。
　

当座貸越極度額 20,140百万円

借入実行残高 9,025百万円

差引額 11,115百万円

　

　　　　　──────

　

※３ 　中間連結会計期間末日の満期
手形の会計処理については、手
形交換日をもって決済処理して
います。
　なお、当中間連結会計期間の
末日は金融機関の休日であった
ため、次の満期手形が中間連結
会計期間末日残高に含まれてい
ます。
受取手形　　　　129百万円
支払手形　　　　127百万円

　

　　　　　──────

　

　　　　　──────

　

　　　　　──────

　

　

※４　販売用不動産の保有目的変更

により、流動資産の「その他た

な卸資産（販売用資産）」545百

万円を固定資産の「投資その他

の資産」の「その他（投資不動

産）」に科目振替を行っていま

す。
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(中間連結損益計算書関係)

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。

給料賃金賞与 1,809百万円

賞与引当金
繰入額

280百万円

退職給付費用 159百万円

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。

給料賃金賞与 1,573百万円

賞与引当金
繰入額

286百万円

退職給付費用 129百万円

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。

給料賃金賞与 3,698百万円

賞与引当金
繰入額

307百万円

退職給付費用 313百万円

※２　固定資産売却益の内訳は、次

のとおりであります。

機械・運搬具・
工具器具・備品

2百万円

合計 2百万円

　

※２　固定資産売却益の内訳は、次

のとおりであります。

機械・運搬具・
工具器具・備品

0百万円

航空機・装備品 3百万円

土地 0百万円

合計 4百万円

※２　固定資産売却益の内訳は、次

のとおりであります。

機械・運搬具・
工具器具・備品

6百万円

合計 6百万円

※３　　　　────── ※３　固定資産売却損の内訳は、次

のとおりであります。

機械・運搬具・

工具器具・備品
0百万円

合計 0百万円

※３　固定資産売却損の内訳は、次

のとおりであります。

機械・運搬具・

工具器具・備品
1百万円

合計 1百万円

※４　固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。

建物・構築物 4百万円

機械・運搬具・

工具器具・備品
6百万円

航空機・装備品 50百万円

合計 62百万円

※４　固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。

建物・構築物 5百万円

機械・運搬具・

工具器具・備品
14百万円

航空機・装備品 19百万円

合計 40百万円

※４　固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。

建物・構築物 39百万円

機械・運搬具・

工具器具・備品
13百万円

航空機・装備品 80百万円

無形固定資産 101百万円

合計 235百万円

　５　当社グループの売上高は、通

常の営業の形態として、上半期

に比べ下半期に完成する工事の

割合が大きいため、連結会計年

度の上半期の売上高と下半期の

売上高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季

節的変動があります。

　５　同左 　　　──────　
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

当中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　 前連結会計年度末

株式数（株）

当中間連結会計期間

増加株式数（株）

当中間連結会計期間

減少株式数（株）

当中間連結会計期間末

株式数（株）

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式 52,655,654 ― ― 52,655,654

自己株式 　 　 　 　

　普通株式（注） 392,960 4,931 1,531 396,360
　

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加4,931株は、単元未満株式の買取りによる増加4,903株及び連結子会社の所有

する自己株式の持分変動による増加28株であり、減少1,531株は、単元未満株式の買増しによる減少であります。
　

　
２　配当に関する事項

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 258 ５ 平成18年３月31日 平成18年６月29日

（注）連結子会社が所有する自己株式にかかる配当金のうち、持分相当額を全額控除しています。

なお、控除前の金額は、262百万円であります。

　

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間連結貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係

(平成17年９月30日現在)
現金預金勘定 7,513百万円
預入期間が３か月を
超える定期預金

△184百万円

現金及び現金同等物 7,329百万円
　
　

現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間連結貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係

(平成18年９月30日現在)
現金預金勘定 8,027百万円
預入期間が３か月を
超える定期預金

△133百万円

現金及び現金同等物 7,893百万円
　
　

現金及び現金同等物の期末残高と
連結貸借対照表に掲記されている科
目の金額との関係

(平成18年３月31日現在)
現金預金勘定 9,642百万円
預入期間が３か月を
超える定期預金

△103百万円

現金及び現金同等物 9,538百万円
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セグメント情報

１　事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日　至平成17年９月30日)
　

　
鉄構事業
（百万円）

土木・建設
事業

（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

　売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 18,795 18,258 4,089 41,143 ─ 41,143

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

412 328 6,275 7,016 (7,016) ─

計 19,208 18,586 10,365 48,159 (7,016) 41,143

　営業費用 18,615 18,814 10,431 47,861 (6,220) 41,640

　営業利益又は営業損失(△) 592 △228 △66 298 (795) △497

　
当中間連結会計期間(自平成18年４月１日　至平成18年９月30日)

　

　
鉄構事業
（百万円）

土木・建設
事業

（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

　売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 24,106 26,169 4,841 55,117 ― 55,117

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

473 481 4,284 5,239 (5,239) ―

計 24,580 26,650 9,126 60,357 (5,239) 55,117

　営業費用 23,047 26,795 9,155 58,998 (4,346) 54,652

　営業利益又は営業損失(△) 1,532 △144 △28 1,358 (893) 465

　
前連結会計年度(自平成17年４月１日　至平成18年３月31日)

　

　
鉄構事業
（百万円）

土木・建設
事業

（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

　売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 45,896 42,584 10,954 99,435 ― 99,435

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

965 638 11,445 13,049 (13,049) ―

計 46,862 43,223 22,399 112,485 (13,049) 99,435

　営業費用 44,981 43,096 22,263 110,340 (11,542) 98,798

　営業利益又は営業損失(△) 1,881 127 136 2,144 (1,507) 637

(注) １　事業区分の方法
日本標準産業分類及び中間連結損益計算書（連結損益計算書）の売上集計区分を勘案して区分しています。

２　各事業区分に属する主要な事業の内容
鉄構事業：鉄構製品の製作その他関連する事業
土木・建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業
その他事業：ソフトウェアの開発・販売、鋼材取引、航空、補修、

不動産の売買・賃貸に関する事業等
３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間861百万円、

当中間連結会計期間885百万円、前連結会計年度1,661百万円であります。その主なものは、提出会社本社の総
務部門等管理部門に係る費用であります。
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４　会計処理基準の変更
　　前中間連結会計期間（自平成17年４月１日　至平成17年９月30日）

記載事項はありません。
当中間連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「(7)その他中間連結財務諸表（連結財務諸表）作
成のための重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より完成工事高の計上基準において、工事進行
基準の適用条件を変更しています。これに伴い、従来基準によった場合に比べ、売上高は「鉄構事業」が5,941
百万円、「土木・建築事業」が3,418百万円増加し、営業利益においては「鉄構事業」が190百万円、「土木・
建設事業」が100百万円増加しています。
前連結会計年度（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）

記載事項はありません。

　

２　所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日)及び

当中間連結会計期間(平成18年４月１日～平成18年９月30日)

在外連結子会社がないため、記載していません。

　　　　　

前連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日)

在外連結子会社がないため、記載していません。

　

３　海外売上高

前中間連結会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日)　及び

当中間連結会計期間(平成18年４月１日～平成18年９月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しています。

　

前連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しています。
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リース取引関係

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

　

取得
価額
相当額
　

(百万円)

減価
償却
累計額
相当額
(百万円)

中間
期末
残高
相当額
(百万円)

機械・
運搬具・
工具器具
・備品

323 226 97

航空機・
装備品

1,714 1,015 699

合計 2,038 1,241 797

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

　

取得
価額
相当額
　

(百万円)

減価
償却
累計額
相当額
(百万円)

中間
期末
残高
相当額
(百万円)

機械・
運搬具・
工具器具
・備品

190 121 68

航空機・
装備品

2,062 1,371 691

合計 2,253 1,493 759

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

　

取得
価額
相当額
　

(百万円)

減価
償却
累計額
相当額
(百万円)

期末
残高
相当額
　

(百万円)

機械・
運搬具・
工具器具
・備品

206 131 75

航空機・
装備品

1,769 1,183 586

合計 1,975 1,314 661

　 　 　

②　未経過リース料中間期末残高

相当額

　１年内 369百万円

　１年超 427百万円

　合計 797百万円

　　　なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しています。

②　未経過リース料中間期末残高

相当額

　１年内 312百万円

　１年超 447百万円

　合計 759百万円
同左

②　未経過リース料期末残高相当

額

　１年内 362百万円

　１年超 299百万円

　合計 661百万円

　　　なお、取得価額相当額及び未

経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しています。

③　支払リース料、減価償却費相

当額

　　支払リース料 195百万円

　　減価償却費
　　相当額

195百万円

③　支払リース料、減価償却費相

当額

　　支払リース料 186百万円

　　減価償却費
　　相当額

186百万円

③　支払リース料、減価償却費相

当額

　　支払リース料 371百万円

　　減価償却費
　　相当額

371百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っています。

　

④　減価償却費相当額の算定方法
同左

④　減価償却費相当額の算定方法
同左

２　オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

　１年内 15百万円

　１年超 18百万円

　合計 34百万円
　
　

２　オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

　１年内 16百万円

　１年超 15百万円

　合計 31百万円

２　オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

　１年内 13百万円

　１年超 17百万円

　合計 30百万円

（減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損

失はないため、項目等の記載は省

略しています。

（減損損失について）

　　同左

（減損損失について）
　　同左
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有価証券関係

１　その他有価証券で時価のあるもの

　
前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

前連結会計年度末
（平成18年３月31日）

種類 取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差額 取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差額 取得原価
連結貸借
対照表
計上額

差額

　 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

株式 2,234 4,447 2,213 2,260 5,312 3,051 2,258 6,045 3,787

　

２　時価評価されていない主な有価証券の内容及び（中間）連結貸借対照表計上額

　(1)　満期保有目的の債券

種類
前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

前連結会計年度末
（平成18年３月31日）

非上場債券　　　　　　（百万円） 20 20 20

　

　(2)　その他有価証券

種類
前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

前連結会計年度末
（平成18年３月31日）

非上場株式　　　　　　（百万円）

（店頭売買株式を除く）
290 283 286

その他　　　　　　　　（百万円） 2 2 2

　

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（注）　その他有価証券で時価のな
い株式等について減損処理を
行い、投資有価証券評価損7百
万円を計上しています。

　
なお、下落率が30～50％の

その他有価証券で時価のある
株式等の減損にあたっては、
個別銘柄毎に、その株式等の
時価が過去２年間にわたり下
落した状態にあり、かつ、回
復可能性が合理的な根拠によ
り「回復する見込みがある」
と示し得ない場合において、
「時価が著しく下落した」と
判断し、減損処理の対象とし
ています。

（注）　その他有価証券で時価のな
い株式等について減損処理を
行い、投資有価証券評価損4百
万円を計上しています。

　
       同左
　
　

　
　

（注）　　　――――――
　
　
　
　

同左
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デリバティブ取引関係

　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　当社グループは、デリバティブ取

引は、ヘッジ会計を適用しています

ので、該当事項はありません。

同左 同左

　

　

ストック・オプション等

前中間連結会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）

該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

該当事項はありません。

　

前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

該当事項はありません。

　

　

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前中間連結会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）

該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

該当事項はありません。

　

前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

該当事項はありません。
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5. 生産、受注及び販売の状況

　

(1) 受注実績

区　分

前中間連結会計期間
(自　平成17年４月１日
  至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
 至　平成18年９月30日)

比較増減

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）
前年同期比

(％)

鉄　構　事　業 16,351 22,045 5,694 +34.8

土木・建設事業 23,032 22,856 △175 △0.8

そ の 他 事 業 11,353 9,116 △2,237 △19.7

合　計 50,738 54,019 3,280 +6.5

(注)セグメント間の取引については相殺消去していません。

　

　

(2) 販売実績

区　分

前中間連結会計期間
(自　平成17年４月１日
  至　平成17年３月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
 至　平成18年９月30日)

比較増減

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）
前年同期比

(％)

鉄　構　事　業 19,208 24,580 5,371 +28.0

土木・建設事業 18,586 26,650 8,064 +43.4

そ の 他 事 業 10,365 9,126 △1,238 △12.0

計 48,159 60,357 12,197 +25.3

セグメント間取引
相　殺　消　去

△7,016 △5,239 1,776 △25.3

連　結 41,143 55,117 13,974 +34.0

(注)当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していません。
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